
 

国自整第77号の２ 

令和７年７月８日 

 

 

一般社団法人日本自動車整備振興会連合会 会長 殿 

 

 

  国土交通省物流・自動車局長   

（ 公 印 省 略 ）   

 

 

「自動車整備事業の取扱い及び指導要領について（依命通達）」等の一部改正について 

 

 

標記につきまして、別紙のとおり各地方運輸局長及び沖縄総合事務局長に対し通知しましたの

で、貴会（貴組合）におかれましては、傘下会員（組合員）に対し周知徹底方お願い致します。 



 

国 自 整 第 7 7号 

令和７年７月８日 

 

 

各地方運輸局長 殿 

沖縄総合事務局長 殿 

 

 

 物流・自動車局長   

 

 

「自動車整備事業の取扱い及び指導要領について（依命通達）」等の一部改正について 

 

 

指定自動車整備事業の指定を受けた事業場（以下、指定工場という。）は、道路運送車両法令が

定める基準に従った設備、技術及び管理組織を有することが求められており、また、事業の基礎

が強固であり、健全な経営を行うことが求められるとともに、労働安全の確保や整備品質の確保

はもとより、不正行為が無いよう、適切かつ公正に検査業務などを行うことが求められている。

現在、大型車を扱う指定工場においては、５人以上の工員を必要としているところであるが、現

行の要件が規定された平成19年４月と比べると、整備作業の省力化に資する設備や機器の導入な

どが進み、作業環境が変化し、業務効率化が図られているところである。 

また、令和６年６月に閣議決定された「規制改革実施計画について」（令和６年６月21日閣議決

定）において、「自動車整備士養成施設における学科教育について、多様な人材が学びやすい環境

の整備、更にはデジタルコンテンツ等新技術の活用を進める観点から、自動車整備士養成施設以

外の場所から受講することができるオンライン授業ができるよう、制度の見直しを検討し、結論

を得次第速やかに措置する。」とされているところである。 

これらを踏まえ、下記の通達について、別添１から３のとおり新旧対照表により改正したので、

了知されるとともに遺漏なきよう取り扱われたい。 

なお、関係団体あて別紙のとおり通知したことを申し添える。 

 

記 

 

１．自動車整備事業の取扱い及び指導要領について（依命通達） 

２．「自動車整備士養成施設の指定等の基準について（依命通達）」等の改正について 

３．電子制御装置整備の整備主任者等に係る運輸支局長等が行う講習 について （依命通達） 

 

 

別紙 



別添１ 

「自動車整備事業の取扱い及び指導要領について（依命通達）」 

（令和２年４月１日付け、国自整第 353号）の一部改正について（新旧対照表） 

 

（下線部が改正箇所） 

新 旧 

国 自 整 第 3 5 3 号  

令和２年４月１日  

国 自 整 第 7 7 号  

最終改正 令和７年７月８日 

  

   

各地方運輸局長 殿 

 沖縄総合事務局長 殿 

 

物流・自動車局長   

 

自動車整備事業の取扱い及び指導要領について（依命通達） 

 

本文 （略） 

 

別添 自動車整備事業の取扱い及び指導要領 

 
目次 第１節～第６節（略） 
 
第１節 用語の定義 
この通達における用語の定義は次の各号の定めるところによ

る。 
(1)～(9)（略） 

国 自 整 第 3 5 3 号 

令和２年４月１日  

 

 

 

 

各地方運輸局長 殿 

 沖縄総合事務局長 殿 

 

物流・自動車局長   

 

自動車整備事業の取扱い及び指導要領について（依命通達） 

 

本文 （略） 

 

別添 自動車整備事業の取扱い及び指導要領 

 
目次 第１節から第６節（略） 
 

第１節 用語の定義 
この通達における用語の定義は次の各号の定めるところによ

る。 
(1)～(9)（略） 



 

(10)「大型車」とは、車両総重量８トン以上、最大積載量５ト
ン以上又は乗車定員 30人以上の自動車をいう。 

(11)「省力化機器」とは、以下に掲げるア～ウに掲げるもので
あって、大型車に係る作業に対応した能力を有するもの
をいう。 

 ア 電動クレーン（動力をもって荷を吊り上げ、水平に運搬
することができるもの。）又はトランスミッション・ジャ

ッキ（プロペラシャフト・ジャッキ、トランスミッショ
ン・リフト等のミッション、プロペラシャフトやアクス
ル等の装置を支え、持ち上げる機器を含む。） 

 イ ホイールドーリー（タイヤ・ホイールの脱着作業や移動
を効率的に行う機器。） 

ウ 増力装置付きシグナル式トルクレンチ又はトルク設定型
インパクトレンチ（機器の名称に関わらず、トルク設定
機能を有し、倍力機構又は動力をもってナットの締結作

業を行う工具を含む。） 
(12)「訪問特定整備」とは、実施規程第２条第１号に規定する

訪問特定整備をいう。 
(13)「限定訪問特定整備」とは、実施規程第２条第２号に規定

する限定訪問特定整備をいう。 
(14)「訪問特定整備等」とは、実施規程第３条第１項に規定す

る訪問特定整備等をいう。 
(15)「訪問特定整備等事業者」とは、実施規程第３条第３項に

規定する訪問特定整備等事業者をいう。 
(16)「整備士」とは、自動車整備士技能検定規則（昭和 26 年

運輸省令第 71号）の規定による自動車整備士をいう。 
(17)「訪問特定整備等管理者」とは、実施規程第５条に規定す

る訪問特定整備等管理者をいう。 
(18)「訪問特定整備士」とは、実施規程第４条第１項に規定す

る訪問特定整備士であって、実施規程第３条第１項の届

（新設） 
 
（新設） 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
(10)「訪問特定整備」とは、実施規程第２条第１号に規定する

訪問特定整備をいう。 
(11)「限定訪問特定整備」とは、実施規程第２条第２号に規定

する限定訪問特定整備をいう。 
(12)「訪問特定整備等」とは、実施規程第３条第１項に規定す

る訪問特定整備等をいう。 
(13)「訪問特定整備等事業者」とは、実施規程第３条第３項に

規定する訪問特定整備等事業者をいう。 
(14)「整備士」とは、自動車整備士技能検定規則（昭和 26 年

運輸省令第 71号）の規定による自動車整備士をいう。 
(15)「訪問特定整備等管理者」とは、実施規程第５条に規定す

る訪問特定整備等管理者をいう。 
(16)「訪問特定整備士」とは、実施規程第４条第１項に規定す

る訪問特定整備士であって、実施規程第３条第１項の届



 

出に係る事業場の従業員をいう。 
(19)「準訪問特定整備士」とは、実施規程第４条第２項に規定

する準訪問特定整備士であって、実施規程第３条第１項
の届出に係る事業場の従業員をいう。 

(20)「訪問車体・電気装置整備士」とは、実施規程第４条第３
項に規定する訪問車体・電気装置整備士であって、実施
規程第３条第１項の届出に係る事業場の従業員をいう。 

(21)「訪問特定整備士等」とは、実施規程第４条第４項に規定
する訪問特定整備士等をいう。 

(22)「訪問特定整備等教育」とは、実施規程第６条に規定する
訪問特定整備等教育をいう。 

 
第２節～第６節（略） 
 
附則 

１．～７． （略） 
 
附則 （令和５年３月 27日 国自整第 266号） 
１．～３．（略）  

 

附則 （令和７年３月 31日 国自整第 232号） 

 本改正規定は、令和７年３月 31日から施行する。ただし、第

６節あっては令和７年６月 30日から施行する。 

 

附則 （令和７年７月８日 国自整第 77号） 

１.本改正規定は、令和７年７月８日から施行する。ただし、本

改正規定の様式については、当分の間、なお従前の例による

ことができる。 

２. 自動車整備士技能検定規則等の一部を改正する省令（令和

出に係る事業場の従業員をいう。 
(17)「準訪問特定整備士」とは、実施規程第４条第２項に規定

する準訪問特定整備士であって、実施規程第３条第１項
の届出に係る事業場の従業員をいう。 

(18)「訪問車体・電気装置整備士」とは、実施規程第４条第３
項に規定する訪問車体・電気装置整備士であって、実施
規程第３条第１項の届出に係る事業場の従業員をいう。 

(19)「訪問特定整備士等」とは、実施規程第７条第４号に規定
する訪問特定整備士等をいう。 

(20)「訪問特定整備等教育」とは、実施規程第６条に規定する
訪問特定整備等教育をいう。 

 
第２節～第６節（略） 
 
附則 

１．～７． （略） 
 
附則 （令和５年３月 27日 国自整第 266号） 
１．～３．（略）  
 

附則 （令和７年３月 31日 国自整第 232号） 

 本改正規定は、令和７年３月 31日から施行する。ただし、第

６節あっては令和７年６月 30日から施行する。 

 

（新設） 

 

 

 

 



 

７年国土交通省令第 82 号）附則第２条の規定によりなお従前

の例によることとされている者にあっては、別添６ 第２ ３

⑴キに規定する施行規則別表第五に掲げる作業機械等におい

て、整備用スキャンツールを除く。 

 

別添１ 

目次（略） 
第１ 目的（略） 
第２ 自動車特定整備事業の認証における取扱い 
１～５（略） 
６ 施行規則第３条第８号ハに係る作業の取扱い 

電子制御装置整備のうち施行規則第３条第８号ハに係る作業
（当該作業に付随して行われる同号イ及びロの取り外しを含
む。）については、事業場の敷地内（完成検査場及び車両置場を
除く。）で実施することができる。 

また、次に掲げる要件を満たす場合において、事業場の一部
として取扱い、当該作業を実施することができる。 
⑴ ９⑵に掲げる規模の作業場を有すること。 
⑵ 自動車により当該事業場の所在地から離れた作業場に至る
所要時間がおおむね１時間以内の位置にあること。 

７～９（略） 
 
別添２～別添３の３（略） 

別添４ 整備主任者研修実施要領 
目次（略） 
第１ 目的（略） 
第２ 研修の区分 

研修は、法令研修と技術研修とに区分し、次の方法により実
施すること。 

 

 

 

 

 

別添１ 

目次（略） 
第１ 目的（略） 
第２ 自動車特定整備事業の認証における取扱い 
１～５（略） 
６ 施行規則第３条第８号ハに係る作業の取扱い 

電子制御装置整備のうち施行規則第３条第８号ハに係る作業
（当該作業に付随して行われる同号イ及びロの取り外しを含
む。）については、事業場の敷地内（完成検査場及び車両置場を
除く。）で実施することができる。 

また、次に掲げる要件を満たす場合において、事業場の一部
として取扱い、当該作業を実施することができる。 
⑴ ８⑵に掲げる規模の作業場を有すること。 
⑵ 自動車により当該事業場の所在地から離れた作業場に至る
所要時間がおおむね１時間以内の位置にあること。 

７～９（略） 
 
別添２～別添３の３（略） 

別添４ 整備主任者研修実施要領 
目次（略） 
第１ 目的（略） 
第２ 研修の区分 

研修は、法令研修と技術研修とに区分し、次の方法により実
施すること。 



１ 法令研修 
⑴～⑷ （略） 
⑸ 研修人員 

同時に研修を受ける者の数は、原則として 200 名以下とす
る。ただし、オンラインによる受講者はこの人数に含めないも
のとする。 
⑹～⑻ （略）    

⑼ オンラインによる研修の実施 
研修は、オンラインにより実施することもできる。なお、オ

ンラインにより研修を実施する場合にあっては「道路運送車両
法の関係省令に基づく自動車整備に関する研修等をオンライン
により実施する上での留意事項について」（令和７年７月８日
付、国自整第 70号）に定める事項について留意すること。 

２ 技術研修 
⑴～⑻ （略） 
⑼ オンラインによる研修の実施 

実習以外の研修は、オンラインにより実施することもでき
る。なお、オンラインにより研修を実施する場合にあっては
「道路運送車両法の関係省令に基づく自動車整備に関する研修
等をオンラインにより実施する上での留意事項について」（令和
７年７月８日付、国自整第 70 号）に定める事項について留意す
ること。 

 

別添５ 自動車検査員研修実施要領 
１～５ （略） 
６ 研修人員 

同時に研修を受ける者の数は、原則として 200 名以下とす
る。ただし、オンラインによる受講者はこの人数に含めないも
のとする。 

７～９ （略） 

１ 法令研修 
⑴～⑷ （略） 
⑸ 研修人員 

同時に研修を受ける者の数は、原則として 200 名以下とす
る。 
 

⑹～⑻ （略） 

（新設） 
 
 
 
 
 
２ 技術研修 
⑴～⑻ （略） 
（新設） 

 
 
 
 
 
 
 

別添５ 自動車検査員研修実施要領 
１～５ （略） 
６ 研修人員 

同時に研修を受ける者の数は、原則として 200 名以下とす
る。 

 
７～９ （略） 



 

10 オンラインによる研修の実施 
研修は、オンラインにより実施することもできる。なお、オ

ンラインにより研修を実施する場合にあっては「道路運送車両
法の関係省令に基づく自動車整備に関する研修等をオンライン
により実施する上での留意事項について」（令和７年７月８日
付、国自整第 70号）に定める事項について留意すること。 

別添６ 訪問特定整備等事業者の要件に係る取扱い及び指導要領 

 
目次（略） 
第１（略） 
 

第２ 訪問特定整備等事業者の要件に係る取扱い 

１～２（略） 

３ 訪問特定整備の作業場所 

実施規程第２条第１号の「施行規則第 57 条第１号から第５号

までに掲げる基準を満たす設備を設置した場所」とは、次のい

ずれかの場所をいう。 

⑴ 分解整備を行う場合、次の要件を全て満たす場所（訪問特定

整備士等が在籍する事業場以外の事業場を含む。）。この場合に

おいて、アについては、訪問特定整備等事業者が国又は地方公

共団体であり自己の必要のために無償で訪問特定整備を行う場

合にあってはこの限りでない。 

ア 訪問特定整備等事業者が所有する土地又は建物ではないこ

と。 

イ～キ （略） 

⑵ 電子制御装置整備を行う場合、次の要件を全て満たす場所

（訪問特定整備士等が在籍する事業場以外の事業場を含む。）。

この場合において、アについては、訪問特定整備等事業者が国

又は地方公共団体であり自己の必要のために無償で訪問特定整

 （新設） 
 
 
 
 
 
別添６ 訪問特定整備等事業者の要件に係る取扱い及び指導要領 

 
目次（略） 
第１（略） 
 

第２ 訪問特定整備等事業者の要件に係る取扱い 

１～２（略） 

３ 訪問特定整備の作業場所 

実施規程第２条第１号の「施行規則第 57 条第１号から第５号

までに掲げる基準を満たす設備を設置した場所」とは、次のい

ずれかの場所をいう。 

⑴ 分解整備を行う場合、次の要件を全て満たす場所（訪問特定

整備士等が在籍する事業場以外の事業場を含む。）。 

 

 

 

ア 訪問特定整備等事業者が所有する土地又は建物ではないこ

と。 

イ～キ （略） 

⑵ 電子制御装置整備を行う場合、次の要件を全て満たす場所

（訪問特定整備士等が在籍する事業場以外の事業場を含む。）。 

 

 



 

備を行う場合にあってはこの限りでない。 

ア 訪問特定整備等事業者が所有する土地又は建物ではないこ

と。 

イ～ク（略） 

４～５（略） 

６ 実施規程第４条第２項第２号に規定する「高度な管理手法」

の要件 

  実施規程第４条第２項第２号に規定する「高度な管理手法」

とは、次の要件を全て満たす方法により訪問特定整備等に関す

る事項を統括管理する場合をいう。 

⑴～⑵ （略） 

⑶ 訪問特定整備等管理者のほかに、一級又は二級の自動車整備

士の技能検定（原動機を対象とする訪問特定整備を行う場合に

あっては、二級自動車シャシ整備士の技能検定を除く。また、

電子制御装置整備を訪問特定整備として行う場合にあっては、

電子制御装置整備に必要な知識及び技能について運輸監理部長

又は運輸支局長が行う講習を修了していない一級二輪自動車整

備士又は二級の自動車整備士の技能検定を除く。）に合格した

者（訪問特定整備等管理者又は訪問特定整備士に選任されてい

る者を除く。）であって、依頼者からの問合せの応対、依頼者

への説明・必要な電磁的記録の交付、訪問特定整備等管理者の

業務の補助などを行う者（以下「訪問特定整備等補助者」とい

う。）を任命すること。 

 

第３（略） 

 

第４ 訪問特定整備等事業者の遵守事項等 
法第 91 条の３の規定に基づく施行規則第 62 条の２の２及び

実施規程第７条に規定する訪問特定整備等事業者が遵守しなけ

 

ア 訪問特定整備等事業者が所有する土地又は建物ではないこ

と。 

イ～ク（略） 

４～５（略） 

６ 実施規程第４条第２項第２号に規定する「高度な管理手法」

の要件 

  実施規程第４条第２項第２号に規定する「高度な管理手法」

とは、次の要件を全て満たす方法により訪問特定整備等に関す

る事項を統括管理する場合をいう。 

⑴～⑵ （略） 

⑶ 訪問特定整備等管理者のほかに、一級又は二級の自動車整備

士の技能検定（原動機を対象とする訪問特定整備を行う場合に

あっては、二級自動車シャシ整備士の技能検定を除く。また、

電子制御装置整備を訪問特定整備として行う場合にあっては、

電子制御装置整備に必要な知識及び技能について運輸監理部長

又は運輸支局長が行う講習を修了していない一級二輪自動車整

備士又は二級の自動車整備士の技能検定を除く。）に合格した

者（訪問特定整備等管理者に選任されている者を除く。）であ

って、依頼者からの問合せの応対、依頼者への説明・必要な電

磁的記録の交付、訪問特定整備等管理者の業務の補助などを行

う者（以下「訪問特定整備等補助者」という。）を任命するこ

と。 

 

第３（略） 

 

第４ 訪問特定整備等事業者の遵守事項等 
法第 91 条の３の規定に基づく施行規則第 62 条の２の２及び

実施規程第７条に規定する訪問特定整備等事業者が遵守しなけ



 

ればならない事項の取扱い及び指導は、次のとおりとする。 
１ 訪問特定整備等事業者の事業場の体制等 
⑴ 分解整備を行う訪問特定整備等事業者は、訪問特定整備士等
を訪問特定整備等の作業に従事させている間は常に、実施規程
第３条第１項の届出に係る事業場において、次の要件を全て満
たす体制を確保しなければならない。 

ア 当該事業場に２人以上の特定整備に従事する従業員を待機

させること（当該訪問特定整備等事業者が指定自動車整備事
業者であって、訪問特定整備等の作業を行っている間に、当
該事業場において、指定自動車整備事業者として整備及び検
査を行う場合にあっては、当該事業場に４人以上（当該整備
及び検査の対象自動車の種類に大型車を含むものであって、
別紙３の２ 番号 1-1-2のただし書きの規定に該当しない場合
には、５人以上）の特定整備に従事する従業員を待機させる
こと。）。 

イ 当該事業場に少なくとも１人の一級又は二級の自動車整備
士の技能検定（当該事業場が原動機を対象とする分解整備を
行う場合にあっては、二級自動車シャシ整備士の技能検定を
除く。⑶ イにおいて同じ。）に合格した者を待機させるこ
と。 

ウ 当該事業場に待機させる従業員のうち一級、二級又は三級
の自動車整備士の技能検定に合格した者の数が、事業場に待
機させる全従業員の数を四で除して得た数（当該訪問特定整

備等事業者が指定自動車整備事業者であって、訪問特定整備
等の作業を行っている間に、当該事業場において、指定自動
車整備事業者として整備及び検査を行う場合にあっては、三
で除して得た数。これらの数に１未満の端数があるときは、
これを１とする。）以上であること。 

⑵ 電子制御装置整備を行う訪問特定整備等事業者は、訪問特定
整備士等を訪問特定整備等の作業に従事させている間は常に、

ればならない事項の取扱い及び指導は、次のとおりとする。 
１ 訪問特定整備等事業者の事業場の体制等 
⑴ 分解整備を行う訪問特定整備等事業者は、訪問特定整備士等
を訪問特定整備等の作業に従事させている間は常に、実施規程
第３条第１項の届出に係る事業場において、次の要件を全て満
たす体制を確保しなければならない。 

ア 当該事業場に２人以上の特定整備に従事する従業員を待機

させること（当該訪問特定整備等事業者が指定自動車整備事
業者であって、訪問特定整備等の作業を行っている間に、当
該事業場において、指定自動車整備事業者として整備及び検
査を行う場合にあっては、当該事業場に４人以上（当該整備
及び検査の対象自動車の種類に車両総重量８トン以上、最大
積載量５トン以上又は乗車定員 30 人以上の車両を含む場合に
は、５人以上）の特定整備に従事する従業員を待機させるこ
と。）。 

イ 当該事業場に少なくとも１人の一級又は二級の自動車整備
士の技能検定（当該事業場が原動機を対象とする分解整備を
行う場合にあつては、二級自動車シャシ整備士の技能検定を
除く。）に合格した者を待機させること。 

 
ウ 当該事業場に待機させる従業員のうち一級、二級又は三級
の自動車整備士の技能検定に合格した者の数が、事業場に待
機させる全従業員の数を四で除して得た数（当該訪問特定整

備等事業者が指定自動車整備事業者であって、訪問特定整備
等の作業を行っている間に、当該事業場において、指定自動
車整備事業者として整備及び検査を行う場合にあっては、三
で除して得た数。これらの数に１未満の端数があるときは、
これを１とする。）以上であること。 

⑵ 電子制御装置整備を行う訪問特定整備等事業者は、訪問特定
整備士等を訪問特定整備等の作業に従事させている間は常に、



 

実施規程第３条第１項の届出に係る事業場において、次の要件
を全て満たす体制を確保しなければならない。 

ア 事業場に２人以上の特定整備に従事する従業員を待機させ
ること（当該訪問特定整備等事業者が指定自動車整備事業者
であって、訪問特定整備等の作業を行っている間に、当該事
業場において、指定自動車整備事業者として整備及び検査を
行う場合にあっては、当該事業場に４人以上（当該整備及び

検査の対象自動車の種類に大型車を含むものであって、別紙
３の２ 番号 1-1-2 のただし書きの規定に該当しない場合に
は、５人以上）の特定整備に従事する従業員を待機させるこ
と。）。 

イ～ウ （略） 
⑶ 分解整備及び電子制御装置整備を行う訪問特定整備等事業者
は、訪問特定整備士等を訪問特定整備等の作業に従事させてい
る間は常に、実施規程第３条第１項の届出に係る事業場におい

て、次の要件を全て満たす体制を確保しなければならない。 
ア 事業場に２人以上の特定整備に従事する従業員を待機させ
ること（当該訪問特定整備等事業者が指定自動車整備事業者
であって、訪問特定整備等の作業を行っている間に、指定自
動車整備事業者として整備及び検査を行う場合にあっては、
事業場に４人以上（当該整備及び検査の対象自動車の種類に
大型車を含むものであって、別紙３の２ 番号 1-1-2のただし
書きの規定に該当しない場合には、５人以上）の特定整備に

従事する従業員を待機させること。）。 
イ～ウ （略） 
⑷～⑹ （略） 
２～14 （略） 
 
別紙１ （略） 
 

実施規程第３条第１項の届出に係る事業場において、次の要件
を全て満たす体制を確保しなければならない。 

ア 事業場に２人以上の特定整備に従事する従業員を待機させ
ること（当該訪問特定整備等事業者が指定自動車整備事業者
であって、訪問特定整備等の作業を行っている間に、当該事
業場において、指定自動車整備事業者として整備及び検査を
行う場合にあっては、当該事業場に４人以上（当該整備及び

検査の対象自動車の種類に車両総重量８トン以上、最大積載
量５トン以上又は乗車定員 30 人以上の車両を含む場合には、
５人以上）の特定整備に従事する従業員を待機させるこ
と。）。 

イ～ウ （略） 
⑶ 分解整備及び電子制御装置整備を行う訪問特定整備等事業者
は、訪問特定整備士等を訪問特定整備等の作業に従事させてい
る間は常に、実施規程第３条第１項の届出に係る事業場におい

て、次の要件を全て満たす体制を確保しなければならない。 
ア 事業場に２人以上の特定整備に従事する従業員を待機させ
ること（当該訪問特定整備等事業者が指定自動車整備事業者
であって、訪問特定整備等の作業を行っている間に、指定自
動車整備事業者として整備及び検査を行う場合にあっては、
事業場に４人以上（当該整備及び検査の対象自動車の種類に
車両総重量８トン以上、最大積載量５トン以上又は乗車定員
30 人以上の車両を含む場合には、５人以上）の特定整備に従

事する従業員を待機させること。）。 
イ～ウ （略） 
⑷～⑹ （略） 
２～14 （略） 
 
別紙１ （略） 
 



 

別紙２ 一種整備工場及び二種整備工場 

種

別 

番号 認定の種類 

項 目 

一種整備

工場 

二種整備

工場 

備  考 

Ａ １ 

－ 

１ 

工員数（対

象自動車の

種類に大型

車を含まな

い場合） 

１０人以

上 

４人以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 

－ 

２ 

工員数（対

象自動車の

種類に大型

車を含む場

合） 

１０人以

上 

５人以上 

ただし、

各省力化

機器すべ

てを保有

し、合理

的な管理

体制が適

切に確保

 

別紙２ 一種整備工場及び二種整備工場 

種別 番号 認定の種類 

項 目 

一種整備

工場 

二種整備

工場 

備  考 

Ａ １ 工員数 １０人以

上 

４人以上 

ただし、

対象自動

車の種類

に車両総

重量８ト

ン以上、

最大積載

量５トン

以上又は

乗車定員

30人以上

の車両を

含む場合

には、５

人以上 

 

（新
設） 
 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
 

（新設） 
 

（新設） 
 

 
 



 

されてい

るもので

あって、

次に掲げ

る①又は

②を満た

す場合に

は、４人

以上 

①工員の

処遇が適

切に確保

されてい

ること 

②工員の

質が適切

に確保さ

れている

こと 

２ (略) (略) (略) (略) 

３ (略) (略) (略) (略) 

Ｂ 

～ 

Ｇ 

(略) (略) (略) (略) (略) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ (略) (略) (略) (略) 

３ (略) (略) (略) (略) 

Ｂ 

～ 

Ｇ 

(略) (略) (略) (略) (略) 



 

Ｈ １ 電動クレー

ン又はトラ

ンスミッシ

ョン・ジャ

ッキ 

－ ◇  

２ ホイールド

ーリー 

 

－ ◇  

３ 増力装置付

きシグナル

式トルクレ

ンチ又はト

ルク設定型

インパクト

レンチ 

－ 

 

 

 

 

 

 

◇ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１．◎印の面積は、屋内現車作業場の基準面積の外とす

る。 
２．○印は、当該事業場の作業に必要な数量及び機能を

保有していなければならないことを示す。 
３．△印は、保有することが望ましいことを示す。 
４．◇印は、対象自動車の種類に大型車を含み、工員数

が４人である場合に保有していなければならない省

力化機器を示す。 
 
別紙２の２～別紙３ （略） 
 
 
 

 （新
設） 
 
 
 

（新設） 
 

（新設） 
 

（新設） 
 

 

 （新

設） 
 

（新設） 

 

（新設） （新設）  

 （新
設） 
 
 
 
 

 

（新設） 
 
 
 
 
 

 

（新設） 
 
 
 
 
 

 

（新設） 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 

 

（注）１．◎印の面積は、屋内現車作業場の基準面積の外とす
る。 

２．○印は、当該事業場の作業に必要な数量及び機能を
保有していなければならないことを示す。 

３．△印は、保有することが望ましいことを示す。 
（新設） 

 

 
 
別紙２の２～別紙３ （略） 

 
 
 



 

別紙３の２ 指定自動車整備事業の指定に係る設備、技術及び管
理組織の審査の基準 

 

１ 工員数、設備の有無等の基準 

番号 項  目 審 査 の 基 

準 

備    考 

1-1-1 工員数（対象自

動車の種類に大

型車を含まない

場合） 

４人以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-1-2 

（ 新
設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工員数（対象自

動車の種類に大

型 車 を 含 む 場

合） 

５人以上 

ただし、各省力

化機器すべてを

保有し、合理的

な管理体制が適

切に確保されて

いるものであっ

て、次に掲げる

①又は②を満た

す場合には、４

人以上 

①工員の処遇が

 

別紙３の２ 指定自動車整備事業の指定に係る設備、技術及び管
理組織の審査の基準 

 

１ 工員数、設備の有無等の基準 

番号 項  目 審 査 の 基 

準 

備    考 

1-1 工員数 ４人以上 

ただし、対象自

動車の種類に車

両総重量８トン

以上、最大積載

量５トン以上又

は乗車定員 30

人以上の車両を

含む場合には、

５人以上 

 

（ 新
設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

適切に確保され

ていること 

②工員の質が適

切に確保されて

いること 

1-2 

～ 

1-13 

(略) (略) (略) 

1-14 
 

電動クレーン又

はトランスミッ

ション・ジャッ

キ 

◇  

 

1-15 ホイールドーリ

ー 

◇  

 

1-16 
 
 

 

増力装置付きシ

グナル式トルク

レンチ 

又はトルク設定

型インパクトレ

ンチ 

◇  
 

 

（注）１．◎印の面積は、屋内現車作業場の基準面積の外とす

る。 
２．○印は、当該事業場の作業に必要な数量及び機能を

保有していなければならないことを示す。 
３．△印は、保有することが望ましいことを示す。 
４．◇印は、対象自動車の種類に大型車を含み、工員数

が４人である場合に保有していなければならない省
力化機器を示す。 

 

 

 

 

 

 

1-2 

～ 

1-13 

(略) (略) (略) 

（ 新
設） 
 
 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

 

（ 新

設） 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

 

（ 新
設） 
 
 
 

 

（新設） 
 

 

 

 

 

（新設） 
 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

（注）１．◎印の面積は、屋内現車作業場の基準面積の外とす

る。 
２．○印は、当該事業場の作業に必要な数量及び機能を

保有していなければならないことを示す。 
３．△印は、保有することが望ましいことを示す。 

（新設） 
 
 



 

 
２～４（略） 
 
別紙３の３～別紙３の８（略） 
 
別紙４ 訪問特定整備等事業者が届け出る電磁的記録、届出方法

等 

１（略） 
２ 自動車特定整備事業者は、訪問特定整備等をしようとする場
合には、訪問特定整備等の開始の日の前日までに、訪問特定整
備等を行う事業場ごとに、運輸監理部長又は運輸支局長に対し
て、訪問特定整備等リスト及び実施規程第３条第２項の電磁的
記録を、電子メールを送信する方法により届け出なければなら
ない。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
２～４（略） 
 
別紙３の３～別紙３の８（略） 
 
別紙４ 訪問特定整備等事業者が届け出る電磁的記録、届出方法

等 

１（略） 
２ 自動車特定整備事業者は、訪問特定整備等をしようとする場
合には、訪問特定整備等の開始の日の前日までに、訪問特定整
備等を行う事業場ごとに、運輸監理部長又は運輸支局長に対し
て、訪問特定整備等リスト及び実施規程第３条第１項の電磁的
記録を、電子メールを送信する方法により届け出なければなら
ない。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 



 

別紙５ 
様式１ 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

別紙５ 
様式 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 



 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 



 

様式２ 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

様式２ 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 



 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 



 

別紙３－１ 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

別紙３－１ 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 



 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 



 

様式３－２－１ 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

様式３－２－１ 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 



 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 



 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 



 

様式３－２－２ 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

様式３－２－２ 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 



 

様式４ 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

様式４ 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 



 

様式５ 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
別紙６～別紙７ （略） 

（新設） 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
別紙６～別紙７ （略） 

 



別添２ 

 

 

「「自動車整備士養成施設の指定等の基準について（依命通達）」等の改正について」 

（令和５年８月28日付け、国自整第97号）の一部改正について（新旧対照表） 

 

（下線部が改正箇所） 

改 正 後 改 正 前 

別添 別添 

自動車整備士技能検定規則の細目 自動車整備士技能検定規則の細目 

  

1. 自動車整備士技能検定規則（昭和26年運輸省令第71号）（以下「検

定規則」という。）の取扱いについては次のとおりとする。 

1. 自動車整備士技能検定規則（昭和26年運輸省令第71号）（以下「検

定規則」という。）の取扱いについては次のとおりとする。 

1.1.～1.3. （略） 1.1.～1.3. （略） 

1.4. 検定規則第20条第２項及び第３項に定める受験資格を有すること

を証する書面及び試験の免除を受ける資格を証する書面とは、検定規

則第21条の合格証書、自動車整備技能者手帳、卒業証書、修了証書、

修了（卒業）証明書、修了（卒業）見込証明書、事業主の発行する証

明書、その他をいう。 

 （新設） 

2.～4. （略） 2.～4. （略） 

  

別紙１ （略）  別紙１ （略）  

別紙２ 自動車整備士養成施設の指定等の基準 別紙２ 自動車整備士養成施設の指定等の基準 

Ⅰ 一種養成施設の指定基準 Ⅰ 一種養成施設の指定基準 

一種養成施設の指定にあたっては、次に定める基準により指定する

ものとする。 

なお、指定にあたっては、養成しようとする自動車整備士の種類を

限定することができるものとする。 

一種養成施設の指定にあたっては、次に定める基準により指定する

ものとする。 

なお、指定にあたっては、養成しようとする自動車整備士の種類を

限定することができるものとする。 

Ⅰ－１ 三級自動車整備士の養成課程 Ⅰ－１ 三級自動車整備士の養成課程 

Ⅰ－１－１～Ⅰ－１－８ （略） Ⅰ－１－１～Ⅰ－１－８ （略） 

Ⅰ－１－９ オンラインによる教育の実施  （新設） 

  教育計画に掲げるうち実習及び実務実習に関する科目以外の教育

は、オンラインにより実施することもできる。なお、オンラインによ

 



 

り教育を実施する場合にあっては「道路運送車両法の関係省令に基づ

く自動車整備に関する研修等をオンラインにより実施する上での留意

事項について」（令和７年７月８日付、国自整第70号）に定める事項

について留意すること。 

Ⅰ－２ 二級自動車整備士の養成課程 Ⅰ－２ 二級自動車整備士の養成課程 

二級自動車整備士の養成課程は、Ⅰ－１－５、Ⅰ－１－６、Ⅰ－１

－８及びⅠ－１－９の各号の規定によるほか、次に規定するところに

よること。 

二級自動車整備士の養成課程は、Ⅰ－１－５、Ⅰ－１－６及びⅠ－

１－８の各号の規定によるほか、次に規定するところによること。 

Ⅰ－２－１～Ⅰ－２－５ （略） Ⅰ－２－１～Ⅰ－２－５ （略） 

Ⅰ－３ 一級自動車整備士の養成課程 Ⅰ－３ 一級自動車整備士の養成課程 

一級自動車整備士の養成課程は、Ⅰ－１－５、Ⅰ－１－６、Ⅰ－１

－８及びⅠ－１－９の各号の規定によるほか、次に規定するところに

よること。 

一級自動車整備士の養成課程は、Ⅰ－１－５、Ⅰ－１－６及びⅠ－

１－８の各号の規定によるほか、次に規定するところによること。 

Ⅰ－３－１～Ⅰ－３－５ （略） Ⅰ－３－１～Ⅰ－３－５ （略） 

Ⅰ－４ 自動車車体・電子制御装置整備士の養成課程 Ⅰ－４ 自動車車体・電子制御装置整備士の養成課程 

自動車車体・電子制御装置整備士の養成課程は、Ⅰ－１－５、Ⅰ－

１－８及びⅠ－１－９の各号の規定によるほか、次に規定するところ

によること。 

自動車車体・電子制御装置整備士の養成課程は、Ⅰ－１－５及びⅠ

－１－８の各号の規定によるほか、次に規定するところによること。 

Ⅰ－４－１～Ⅰ－４－６ （略） Ⅰ－４－１～Ⅰ－４－６ （略） 

  

Ⅱ 二種養成施設の指定基準 Ⅱ 二種養成施設の指定基準 

二種養成施設の指定にあたっては、次に定める基準により指定する

ものとする。なお、指定にあたっては、養成しようとする自動車整備

士の種類を限定することができるものとする。 

二種養成施設の指定にあたっては、次に定める基準により指定する

ものとする。なお、指定にあたっては、養成しようとする自動車整備

士の種類を限定することができるものとする。 

Ⅱ－１ 三級自動車整備士の養成課程 Ⅱ－１ 三級自動車整備士の養成課程 

三級自動車整備士の養成課程は、Ⅰ－１－３からⅠ－１－５まで、

Ⅰ－１－７及びⅠ－１－９の規定によるほか、次に規定するところに

よること。 

三級自動車整備士の養成課程は、Ⅰ－１－３からⅠ－１－５まで、

及びⅠ－１－７の規定によるほか、次に規定するところによること。 

Ⅱ－１－１～Ⅱ－１－４ （略） Ⅱ－１－１～Ⅱ－１－４ （略） 

Ⅱ－２ 二級自動車整備士の養成課程 Ⅱ－２ 二級自動車整備士の養成課程 

二級自動車整備士の養成課程は、Ⅰ－１－５、Ⅰ－１－９、Ⅰ－２

－３からⅠ－２－５まで、Ⅱ－１－３及びⅡ－１－４の規定によるほ

か、次に規定するところによること。 

二級自動車整備士の養成課程は、Ⅰ－１－５、Ⅰ－２－３からⅠ－

２－５まで、Ⅱ－１－３及びⅡ－１－４の規定によるほか、次に規定

するところによること。 



 

Ⅱ－２－１・Ⅱ－２－２ （略） Ⅱ－２－１・Ⅱ－２－２ （略） 

Ⅱ－３ 一級自動車整備士の養成課程 Ⅱ－３ 一級自動車整備士の養成課程 

一級自動車整備士の養成課程は、Ⅰ－１－５、Ⅰ－１－９、Ⅰ－３

－３、Ⅰ－３－４、Ⅰ－３－５（⑶を除く。）、Ⅱ－１－３及びⅡ－

１－４の規定によるほか、次に規定するところによること。 

Ⅱ－３－１・Ⅱ－３－２ （略） 

一級自動車整備士の養成課程は、Ⅰ－１－５、Ⅰ－３－３、Ⅰ－３

－４、Ⅰ－３－５（⑶を除く。）、Ⅱ－１－３及びⅡ－１－４の規定

によるほか、次に規定するところによること。 

Ⅱ－３－１・Ⅱ－３－２ （略） 

Ⅱ－４ 自動車タイヤ整備士の養成課程 Ⅱ－４ 自動車タイヤ整備士の養成課程 

自動車タイヤ整備士の養成課程は、Ⅰ－１－５、Ⅰ－１－９、Ⅱ－

１－４及びⅡ－２－１の規定によるほか、次に規定するところによる

こと。 

自動車タイヤ整備士の養成課程は、Ⅰ－１－５、Ⅱ－１－４及びⅡ

－２－１の規定によるほか、次に規定するところによること。 

Ⅱ－４－１～Ⅱ－４－５ （略） Ⅱ－４－１～Ⅱ－４－５ （略） 

Ⅱ－５ 自動車電気・電子制御装置整備士の養成課程 Ⅱ－５ 自動車電気・電子制御装置整備士の養成課程 

自動車電気・電子制御装置整備士の養成課程は、Ⅰ－１－５、Ⅰ－

１－９、Ⅱ－１－４及びⅡ－２－１の規定によるほか、次に規定する

ところによること。 

自動車電気・電子制御装置整備士の養成課程は、Ⅰ－１－５、Ⅱ－

１－４及びⅡ－２－１の規定によるほか、次に規定するところによる

こと。 

Ⅱ－５－１～Ⅱ－５－５ （略） Ⅱ－５－１～Ⅱ－５－５ （略） 

Ⅱ－６ 自動車車体・電子制御装置整備士の養成課程 Ⅱ－６ 自動車車体・電子制御装置整備士の養成課程 

自動車車体・電子制御装置整備士の養成課程は、Ⅰ－１－５、Ⅰ－

１－９、Ⅰ－４－６、Ⅱ－１－４及びⅡ－２－１の規定によるほか、

次に規定するところによること。 

自動車車体・電子制御装置整備士の養成課程は、Ⅰ－１－５、Ⅰ－

４－６、Ⅱ－１－４及びⅡ－２－１の規定によるほか、次に規定する

ところによること。 

Ⅱ－６－１～Ⅱ－６－４ （略） Ⅱ－６－１～Ⅱ－６－４ （略） 

  

Ⅲ 自動車に関する学科を有する大学であって国土交通大臣が定めるも

のの基準 

Ⅲ 自動車に関する学科を有する大学であって国土交通大臣が定めるも

のの基準 

自動車に関する学科を有する大学であって国土交通大臣の定める場

合にあたっては、次に定める基準により国土交通大臣が定めるものと

する。 

なお、国土交通大臣が定める場合にあたっては、養成しようとする

自動車整備士の種類を限定することができるものとする。 

自動車に関する学科を有する大学であって国土交通大臣の定める場

合にあたっては、次に定める基準により国土交通大臣が定めるものと

する。 

なお、国土交通大臣が定める場合にあたっては、養成しようとする

自動車整備士の種類を限定することができるものとする。 

Ⅲ－１ 二級自動車整備士の養成課程 Ⅲ－１ 二級自動車整備士の養成課程 

二級自動車整備士の養成課程は、Ⅰ－１－５、Ⅰ－１－６、Ⅰ－１

－８、Ⅰ－１－９、Ⅰ－２－３及びⅠ－２－４の規定によるほか、次

に規定するところによること。 

二級自動車整備士の養成課程は、Ⅰ－１－５、Ⅰ－１－６、Ⅰ－１

－８、Ⅰ－２－３及びⅠ－２－４の規定によるほか、次に規定すると

ころによること。 



 

Ⅲ－１－１・Ⅲ－１－２ （略） Ⅲ－１－１・Ⅲ－１－２ （略） 

Ⅲ－２ 自動車車体・電子制御装置整備士の養成課程 Ⅲ－２ 自動車車体・電子制御装置整備士の養成課程 

自動車車体・電子制御装置整備士の養成課程は、Ⅰ－１－５、Ⅰ－

１－８、Ⅰ－１－９、Ⅰ－４－３、Ⅰ－４－４及びⅠ－４－５の規定

によるほか、次に規定するところによること。 

自動車車体・電子制御装置整備士の養成課程は、Ⅰ－１－５、Ⅰ－

１－８、Ⅰ－４－３、Ⅰ－４－４及びⅠ－４－５の規定によるほか、

次に規定するところによること。 

Ⅲ－２－１・Ⅲ－２－２ （略） Ⅲ－２－１・Ⅲ－２－２ （略） 

Ⅳ 自動車整備技術の教育を行う機関であって国土交通大臣が定めるも

のの基準 

Ⅳ 自動車整備技術の教育を行う機関であって国土交通大臣が定めるも

のの基準 

自動車整備技術の教育を行う機関であって国土交通大臣が定める場

合にあたっては、Ⅰ－１－１及びⅠ－１－３からⅠ－１－９までの規

定によるほか、次の基準により国土交通大臣が定めるものとする。 

なお、国土交通大臣が定める場合にあっては、養成しようとする自

動車整備士の種類を限定することができるものとする。 

自動車整備技術の教育を行う機関であって国土交通大臣が定める場

合にあたっては、Ⅰ－１－１及びⅠ－１－３からⅠ－１－８までの規

定によるほか、次の基準により国土交通大臣が定めるものとする。 

なお、国土交通大臣が定める場合にあっては、養成しようとする自

動車整備士の種類を限定することができるものとする。 

Ⅳ－１ （略） Ⅳ－１ （略） 

別表１～別表８ （略） 別表１～別表８ （略） 

附 則（令和７年７月８日付、国自整第77号） 

（施行期日） 

本改正規定は、令和７年７月８日から施行する。 



別添３ 

 

 

「電子制御装置整備の整備主任者等に係る運輸支局長等が行う講習 について（依命通達）」 

（令和２年２月６日付け、国自整第265号）の一部改正について（新旧対照表） 

 

（下線部が改正箇所） 

改 正 後 改 正 前 

別紙 別紙 

  

電子制御装置整備の整備主任者等資格取得講習実施要領 電子制御装置整備の整備主任者等資格取得講習実施要領 

  

１． （略） １． （略） 

２．電子制御装置整備の整備主任者資格取得講習 ２．電子制御装置整備の整備主任者資格取得講習 

⑴～⑼ （略） ⑴～⑼ （略） 

⑽ オンラインによる講習の実施  （新設） 

実習及び試問以外の講習は、オンラインにより実施することもで

きる。なお、オンラインにより講習を実施する場合にあっては「道

路運送車両法の関係省令に基づく自動車整備に関する研修等をオン

ラインにより実施する上での留意事項について」（令和７年７月８

日付、国自整第70号）に定める事項について留意すること。 

 

附 則（令和７年７月８日付、国自整第77号） 

（施行期日） 

本改正規定は、令和７年７月８日から施行する。 


